
付表番号 タ 　イ 　ト 　ル 参 　照
1 東京の将来人口推計（年齢３区分別） 第７回資料
2 東京の高齢者数と高齢化率の推移 第７回資料
3 区市町村別合計特殊出生率 第６回資料
4 地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移 第６回資料
5 東京都の法人二税の推移 第６回資料
6 都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第６回資料
7 都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第６回資料
8 都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移 第６回資料
9 東京都　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移 第６回資料
10 我が国の人口は長期的には急減する局面に
11 東京の将来人口推計 第７回資料
12 2030年に中国の人口がピークを迎え、インドが中国を抜く
13 都道府県別会社企業数の構成比
14 都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年） 第３回資料
15 県内総生産（名目）の推移 第３回資料
16 世界のコンテナ取扱量ランキング 第６回資料
17 経過年別東京都橋梁及び50年以上橋梁割合 第６回資料
18 今後、耐用年数を超える下水道管が急増 第６回資料
19 多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 第３回資料
20 多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 第３回資料
21 都営住宅建設年度別区市別ストック状況 第６回資料
22 都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計） 第３回資料
23 更新時期を迎える公共施設と改築経費（特別区）
24 区市町村別昼夜間人口比率 第２回資料
25 平成２４年度　都区財政調整について（要旨）
26 平成22年度決算　歳入総額（都内町村）
27 東京の高齢者世帯の推移 第７回資料
28 区部における６５歳以上の孤独死の推移
29 多摩地域における町会・自治会加入率の推移（平成16年・19年） 第４回資料
30 町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年） 第４回資料
31 東京都の空家数と空家率の推移
32 都道府県別ＮＰＯ法人認証数の構成比
33 東京都内区市町村におけるＮＰＯ支援・協働に関する施策の実施状況の推移 第５回資料
34 東京都への流入人口の推移
35 平成22年度　都税収入決算見込額について
36 区市町村別業務移動圏完結率 第１回資料
37 区市町村別私事移動圏完結率 第１回資料
38 合併の進捗状況等
39 東京都区市町村別面積（平成２３年１０月１日現在）
40 東京都の職員数
41 都内区市町村別　総職員数の推移（平成12年～23年） 第５回資料
42 民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①－東京都、全都道府県－ 第５回資料
43 民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②－特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市－ 第５回資料
44 一部事務組合一覧 第５回資料
45 オール東京６２市区町村共同事業 第５回資料

『東京の自治のあり方』の方向性（案）　付表目次 【資料５】



 



2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 11.4% 11.2% 10.2% 9.3% 8.7% 8.5% 8.3% 8.0% 7.8% 7.6% 年少人口比率 12.7% 11.8% 10.8% 10.0% 9.8% 9.5% 9.2% 8.9% 8.6% 8.4%
生産年齢人口比率 68.2% 64.8% 63.6% 58.1% 53.7% 52.3% 51.2% 49.2% 47.7% 46.5% 生産年齢人口比率 66.7% 62.5% 61.0% 56.4% 53.7% 52.7% 51.3% 49.4% 48.1% 47.1%
老年人口（65-74歳）比率 11.0% 11.5% 11.5% 16.1% 14.9% 13.0% 13.3% 13.9% 13.2% 13.1% 老年人口（65-74歳）比率 11.4% 12.2% 11.7% 15.4% 13.2% 12.4% 13.0% 13.2% 12.6% 12.4%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.5% 14.8% 16.5% 22.7% 26.2% 27.2% 28.9% 31.2% 32.9% 老年人口（75歳以上）比率 9.2% 13.5% 16.6% 18.2% 23.4% 25.4% 26.6% 28.5% 30.6% 32.1%

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年
年少人口比率 10.8% 10.9% 10.0% 8.9% 8.2% 8.1% 7.8% 7.5% 7.3% 7.1% 年少人口比率 12.2% 11.2% 10.1% 9.6% 9.8% 9.8% 9.6% 9.3% 9.2% 9.0%
生産年齢人口比率 69.0% 65.8% 64.8% 58.9% 53.7% 52.1% 51.1% 49.1% 47.6% 46.2% 生産年齢人口比率 60.4% 54.3% 52.0% 49.3% 48.9% 49.4% 48.8% 47.7% 46.9% 46.5%
老年人口（65-74歳）比率 10.8% 11.2% 11.4% 16.4% 15.7% 13.3% 13.5% 14.3% 13.6% 13.4% 老年人口（65-74歳）比率 13.6% 16.5% 13.6% 15.5% 12.8% 12.1% 12.9% 13.0% 12.5% 12.1%
老年人口（75歳以上）比率 9.4% 12.0% 13.9% 15.8% 22.3% 26.5% 27.5% 29.1% 31.6% 33.3% 老年人口（75歳以上）比率 13.8% 17.9% 24.3% 25.6% 28.5% 28.7% 28.8% 30.0% 31.4% 32.3%

東京の将来人口推計（年齢３区分別）

東京都　将来人口推計

1,498 1,496 1,334 1,157 1,023 919 808 707 620 541

8,981 8,643
8,305

7,250
6,308

5,641
5,000

4,350
3,802

3,314

1,447
1,536

1,499

2,003

1,754

1,403

1,304

1,228

1,054
932

1,233 1,671
1,930

2,064

2,662

2,824

2,662

2,553

2,488

2,342

13,159 13,347 13,068
12,474

11,748

10,787

9,774

8,838

7,963

7,128

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

区部　将来人口推計

964 1,003 903 773 664 590 512 441 382 329

6,177 6,033 5,864

5,097

4,335
3,818

3,347
2,872

2,478
2,132

964 1,022
1,029

1,416

1,269

973

885

834

707
620

841 1,104
1,259

1,365

1,798

1,941

1,803

1,700

1,645

1,536

8,946
9,162 9,055

8,650

8,065

7,321

6,546

5,848

5,212

4,617

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

市部　将来人口推計

524 484 424 377 353 324 291 261 234 208

2,752
2,567

2,405
2,122

1,944
1,795

1,627
1,454

1,302
1,163

471
501

460

578

478
423

412

387
341

307

380
553

654
683

847

867

844

838

828

792

4,127 4,106
3,944

3,760
3,623

3,409
3,175

2,941
2,706

2,470

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

町村部　将来人口推計

11 9 7 6 6 6 5 5 4 4

52

43

36
31 29 28 26 23 21 19

12

13

9

10
8

7
7

6
6

5

12

14

17

16
17

16
15

15
14

14

87

79

70

63
60

56
53

49
45

42

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

老年人口（75歳以上）

老年人口（65～74歳）

生産年齢人口

年少人口（14歳以下）

付　表　１
（第７回資料）



東京の高齢者数と高齢化率の推移

東京都　高齢者数と高齢化率の推移
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区部　高齢者数と高齢化率の推移
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付　表　２
（第７回資料）



区市町村別合計特殊出生率
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東京都福祉保健局　「平成21年版人口動態統計」（平成23年3月発行）　により作成

全国平均1.37

2.07
2.16

最新版に修正

付　表　３
（第６回資料）



　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移に羽村町分を加算する。

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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付 表 ４ 
（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000
19

90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

（億円）

7,500

7,600

7,700

7,800

7,900

8,000

8,100

8,200

8,300

8,400

8,500

8,600

8,700

8,800

8,900

9,000
（千人）

都民税（個人分）

都民税（法人分）

都民税（その他）

事業税（個人分）

事業税（法人分）

市町村民税（法人
分）

固定資産税

生産年齢人口推移
（右軸）

東京都生産年齢人口推移（右軸）

実績値 推計値

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内区部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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　※便宜上、1990年度の税収及び人口推移から羽村町分を除く。
総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
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付 表 ５ 
（第６回資料） 

※東京都の法人二税・・・都民税法人分、法人事業税、および都が課税徴収している特別区民税法人分の合算額

東京都の法人二税の推移

東京都財務局「決算の状況」および「平成21年度東京都年次財務報告書」より作成
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東京都財務局「決算の状況」より作成

東京都　財調３税と交付金額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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扶助費

人件費

物件費

普通建設事
業費

補助費等

維持補修費

付 表 ６ 
（第６回資料）※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　民生費等の決算額の推移
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介護事業会計
＋公営企業会計

子ども手当の支給
開始による増加

※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」より作成

都内区部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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扶助費

人件費

物件費

補助費等

普通建設事
業費

維持補修費

付 表 ７ 
（第６回資料）

 

※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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※国庫支出金における1998年～1999年の大幅増は、地域振興券交付事業補助金及び介護円滑導入特例交付金、2008年は定額給付金給付費補助金によるもの

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　一般会計決算　主な歳入の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内市部　民生費等の決算額の推移
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介護事業会計
＋公営企業会計

子ども手当の支給
開始による増加



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な性質別歳出の推移
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普通建設事
業費

物件費

人件費

補助費等

扶助費

維持補修費

付 表 ８ 
（第６回資料）※歳入から繰入金・繰越金、歳出から積立金をそれぞれ除く

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　歳入歳出額の推移
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　民生費等の決算額の推移
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子ども手当の支給
開始による増加

総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」より作成

都内町村部　一般会計決算　主な歳入の推移
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羽村町の市制開始による町
村分からの離脱のため減少

 



総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内市部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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付 表 ９ 
（第６回資料）

総務省「地方財政状況調査」、東京都財務局「決算の状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

東京都　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「特別区決算状況」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内区部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費、生活保護費の合算額としている。
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総務省「地方財政状況調査」、東京都総務局「市町村決算状況調査結果」　及び　国立社会保障・人口問題研究所「市町村別将来推計人口」より作成

都内町村部　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
※ここでの民生費は社会福祉費、老人福祉費の合算額としている。
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我が国の人口は長期的には急減する局面に

4
（出典）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、同「平成12年及び17年国勢調査結果による補間推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（平成18年12月推計）」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）をもとに、国土交通省国土計画局作成
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○日本の総人口は、２００４年をピークに、今後１００年間で１００年前（明治時代後半）の水準に戻っていく可能性。
この変化は千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。

第Ⅰ章 長期展望の
前提となる大きな潮流

付　表　10

出典…国土交通省「『国土の長期展望』中間とりまとめ」
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ノート注釈
T10N01463 : Accepted
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線
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線
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線

T10N01463
線

T10N01463
タイプライターテキスト



東京の将来人口推計
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総人口：1,316万人
高齢化率20.4%

2050年
総人口：1,175万人

高齢化率37.6%

2100年
総人口：713万人
高齢化率45.9%

2020年（ピーク）
総人口：1,335万人

高齢化率24.0%

付　表　11
（第７回資料）



【図Ⅰ-７】 2030年に中国の人口がピークを迎え、インドが中国を抜く
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（出典）「各国の人口」はWorld Population Prospects : The 2008
Revision（国際連合）、「日本の人口」は国立社会保障・人口問題研究
所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」における出生中位（死

亡中位）推計をもとに、国土交通省国土計画局作成
（注）「東アジア合計」は、日本、中国、韓国、ASEAN10ヵ国（ブルネイ、カン
ボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガ
ポール、タイ、ベトナム）の合計値
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○世界全体の人口は2050年まで一貫して増加傾向にある。（2005年：約70億人→ 2050年：約90億人）
○人口シェアではアジアが過半を占めるが、さらにその過半は中国とインド。2050年に向けてアジアの人口シェアはほぼ変わら

ない。東アジア全体では、2040年まで人口は約３億人増加するが、その後は減少に転じる。中国の人口は2030年頃をピーク
に減少すると見込まれる。これに対し、インドは一貫して人口が増加し、2030年には中国を抜くと見込まれる。

○生産年齢人口の割合では、日本は1990年をピークにすでに減少しているのに対し、韓国、中国、米国、ＥＵでは、2010年を境
に生産年齢人口の割合が減少する。インドは、2040年まで生産年齢人口の割合が増加。
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付　表　12

出典…国土交通省「『国土の長期展望』中間とりまとめ」
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※総務省「平成２１年経済センサス－基礎調査（確報）結果の概要」より作成
※三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、比較

都道府県別会社企業数の構成比

その他
55.6%

愛知県
6.1%

大阪府
7.9%

神奈川県
6.4%

千葉県
3.6%

埼玉県
4.9%

東京都
15.5%

東京都
埼玉県
千葉県
神奈川県
大阪府
愛知県
その他

付　表　13

全国
会社企業数

１，８０５，５４５



総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年）

都内地域別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

区部
９６．６％

市部
３．４％

都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

東京都
４８．７％

その他
２６．８％

大阪府
１０．８％

愛知県
５．４％

神奈川県
４．９％

千葉県
１．８％

埼玉県
１．６％

都内
資本金１０億円以上

会社企業数

２，８９５社

全国
資本金１０億円以上

会社企業数

５，９４５社

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。

付　表　14
（第３回資料）



内閣府「県民経済計算」より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。
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521,032,961

483,216,482

85,523,367
（全国比=16.4%）

85,201,569
（全国比=17.6%）

東京都

付　表　15
（第３回資料等）

【更新】2008年度・2009年度を追記



取扱量（万ＴＥＵ）

1 シンガポール 635 1 シンガポール 2,793 1 シンガポール 2,991 1 シンガポール 2,587 1 上海 2,907

2 香港 616 2 上海 2,615 2 上海 2,798 2 上海 2,500 2 シンガポール 2,843

3 高雄 391 3 香港 2,399 3 香港 2,449 3 香港 2,098 3 香港 2,353

4 ロッテルダム 377 4 深セン 2,109 4 深セン 2,141 4 深セン 1,825 4 深セン 2,251

5 釜山 269 5 釜山 1,326 5 釜山 1,345 5 釜山 1,195 5 釜山 1,416

6 神戸 264 6 ロッテルダム 1,079 6 ドバイ 1,182 6 広州 1,119 6 寧波 1,314

7 ハンブルグ 219 7 ドバイ 1,065 7 寧波 1,122 7 ドバイ 1,112 7 広州 1,255

8 ロサンゼルス 204 8 高雄 1,025 8 広州 1,100 8 寧波 1,050 8 青島 1,201

9 基隆 201 9 ハンブルグ 989 9 ロッテルダム 1,080 9 青島 1,026 9 ドバイ 1,160

10 ニューヨーク 187 10 青島 946 10 青島 1,032 10 ロッテルダム 974 10 ロッテルダム 1,115
・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

12 東京 178 23 東京 413 24 東京 416 25 東京 381 27 東京 420

出所：（社）日本港運協会　統計データ、(社）日本港湾協会　港湾政策研究所　港湾物流情報　及び　東京都都市整備局「都市づくりビジョンの改訂」（平成21年7月）

2007年

・
・
・

・
・
・

・
・
・

世界のコンテナ取扱量ランキング

・
・
・

・
・
・

1991年 2009年 2010年2008年

2007～2010年追記

付　表　16
（第６回資料）



付 表 17 

（第６回資料） 経過年別東京都橋梁及び 50 年以上橋梁割合 

 

橋梁累積数 

 

橋梁建設数 



 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40～50 年代には下水道管全延長の約 5 割が建設され、今後、一斉に更新時期を迎える（耐用年数は約５０年） 

付 表 18 

（第６回資料） 
今後、耐用年数を超える下水道管が急増 
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多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 付 表 19 

（第３回資料） 

Ｓ43    Ｓ53    Ｓ63    Ｈ10     Ｈ20  

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

昭和４０～５０年代に整備した幹線が、今後、一斉に更新時期を迎える 



多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 
付 表 20 

（第３回資料） 

 

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 
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